
 

 

 

 

 

１ 健全化判断比率の状況 

 
（１）実質赤字比率 

 
・実質赤字額が生じた市町村はない。 

 
（２）連結実質赤字比率 

 
・連結実質赤字額が生じた市町村はない。   

 
（３）実質公債費比率 

 
・早期健全化基準（25％）以上となる市町村はない。 
・県内市町村の平均値は 8.0％（単純平均）。 

 
（４）将来負担比率 

 
・早期健全化基準（350％）以上となる市町村はない。 
・県内市町村の平均値は 23.4％(単純平均)。 

 
 
 
２ 資金不足比率の状況 
 

経営健全化基準（20％）以上となる公営企業会計はない。 
資金不足額が生じた公営企業会計は１つ。 
・小竹町の小竹町立病院事業特別会計の資金不足額は 65.1 百万円、資金不
足比率は 12.7％。 
 

 
 
 

平成 2６年度決算に基づく県内市町村等の 

健全化判断比率・資金不足比率（確報値） 
（政令市を除く。） 

 



（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

大牟田市 － (　11.90 ) － (　16.90 ) 9.4 87.4

久留米市 － (　11.25 ) － (　16.25 ) 3.5 6.7

直方市 － (　12.95 ) － (　17.95 ) 12.0 78.7

飯塚市 － (　11.67 ) － (　16.67 ) 6.3 12.9

田川市 － (　12.96 ) － (　17.96 ) 9.4 -

柳川市 － (　12.66 ) － (　17.66 ) 8.1 37.6

八女市 － (　12.38 ) － (　17.38 ) 8.6 -

筑後市 － (　13.31 ) － (　18.31 ) 10.1 51.0

大川市 － (　13.76 ) － (　18.76 ) 10.3 84.5

行橋市 － (　12.90 ) － (　17.90 ) 6.0 4.5

豊前市 － (　14.12 ) － (　19.12 ) 9.5 73.7

中間市 － (　13.39 ) － (　18.39 ) 15.0 89.5

小郡市 － (　13.13 ) － (　18.13 ) 12.6 73.8

筑紫野市 － (　12.56 ) － (　17.56 ) 9.4 12.4

春日市 － (　12.57 ) － (　17.57 ) 3.1 -

大野城市 － (　12.59 ) － (　17.59 ) 6.1 -

宗像市 － (　12.52 ) － (　17.52 ) 0.2 -

太宰府市 － (　12.99 ) － (　17.99 ) 1.7 -

古賀市 － (　13.13 ) － (　18.13 ) 6.6 -

福津市 － (　13.01 ) － (　18.01 ) 5.7 16.7

うきは市 － (　13.49 ) － (　18.49 ) 10.0 11.5

宮若市 － (　13.47 ) － (　18.47 ) 6.1 -

嘉麻市 － (　12.90 ) － (　17.90 ) 6.4 -

朝倉市 － (　12.75 ) － (　17.75 ) 8.5 43.2

みやま市 － (　13.21 ) － (　18.21 ) 6.5 -

糸島市 － (　12.43 ) － (　17.43 ) 12.1 42.8

那珂川町 － (　13.52 ) － (　18.52 ) 4.0 -

宇美町 － (　14.04 ) － (　19.04 ) 9.9 38.8

篠栗町 － (　14.26 ) － (　19.26 ) 7.3 -

志免町 － (　13.75 ) － (　18.75 ) 6.6 3.2

須恵町 － (　14.75 ) － (　19.75 ) 8.5 23.6

新宮町 － (　14.58 ) － (　19.58 ) 8.0 18.1

久山町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 10.9 77.5

粕屋町 － (　13.69 ) － (　18.69 ) 13.7 17.7

芦屋町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 12.5 -

水巻町 － (　14.60 ) － (　19.60 ) 5.3 -

岡垣町 － (　14.37 ) － (　19.37 ) 4.3 -

遠賀町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 7.5 -

　　　　 健全化判断比率

地方公共団体の名称

平成26年度決算に基づく県内市町村別健全化判断比率（確報値）　



（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

　　　　 健全化判断比率

地方公共団体の名称

平成26年度決算に基づく県内市町村別健全化判断比率（確報値）　

小竹町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 15.6 97.9

鞍手町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 8.4 -

桂川町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 4.2 0.3

筑前町 － (　13.86 ) － (　18.86 ) 13.1 101.3

東峰村 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 10.4 -

大刀洗町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 9.6 11.1

大木町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 7.5 -

広川町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 8.4 -

香春町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 1.8 -

添田町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 5.8 -

糸田町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 6.8 -

川崎町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 10.2 68.5

大任町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 12.2 -

赤村 － (　15.00 ) － (　20.00 ) -0.8 -

福智町 － (　13.88 ) － (　18.88 ) 7.6 -

苅田町 － (　13.71 ) － (　18.71 ) 10.6 122.3

みやこ町 － (　14.11 ) － (　19.11 ) 5.0 -

吉富町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 6.7 -

上毛町 － (　15.00 ) － (　20.00 ) 8.0 -

築上町 － (　14.48 ) － (　19.48 ) 10.3 51.5

26市平均 7.8 28.0

32町村平均 8.1 19.7

58市町村平均 8.0 23.4

（参考：政令市等）

北九州市 - (　11.25 ) - (　16.25 ) 11.8 174.3

福岡市 - (　11.25 ) - (　16.25 ) 12.6 168.0

2政令市平均 12.2 171.2

60市町村平均 8.1 28.4

備考

３　平均値は単純平均による。

１　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は、「－」と記載している。

２　実質赤字比率及び連結実質赤字比率の括弧内の数値は、各市町村の早期健全化基準である。なお、実質公債費比率の
  早期健全化基準は一律25％、将来負担比率の早期健全化基準は、政令市400％、政令市を除く市町村350％である。



地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率(％)

大牟田市 水道事業会計 -
下水道事業会計 -

久留米市 水道事業会計 -
下水道事業会計 -
簡易水道事業 -
農業集落排水事業 -
特定地域生活排水処理事業 -
中央卸売市場事業 -
地方卸売市場事業 -

直方市 水道事業会計 -
公共下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -
上頓野産業団地造成事業特別会計 -

飯塚市 水道事業会計 -
産炭地域小水系用水道事業会計 -
飯塚市立病院事業会計 -
下水道事業会計 -
地方卸売市場事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -
工業用地造成事業特別会計 -

田川市 水道事業会計 -
病院事業会計 -

柳川市 水道事業会計 -
下水道事業特別会計 -

八女市 水道事業会計 -
簡易水道事業費特別会計 -
下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -

筑後市 水道事業会計 -
下水道事業特別会計 -

大川市 上水道事業 -
下水道事業 -

行橋市 水道事業会計 -
公共下水道事業会計 -
地方卸売市場会計 -
農業集落排水事業会計 -

豊前市 水道事業会計 -
東部地区工業用水道事業会計 -
下水道事業特別会計 -
工業用地造成事業特別会計 -

中間市 水道事業会計 -
病院事業会計 -
公共下水道事業特別会計 -

小郡市 下水道事業特別会計 -
工業団地整備事業特別会計 -

筑紫野市 水道事業会計 -
下水道事業会計 -
農業集落排水事業特別会計 -

春日市 下水道事業会計 -

平成26年度決算に基づく県内公営企業会計別資金不足比率



地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率(％)

平成26年度決算に基づく県内公営企業会計別資金不足比率

大野城市 水道事業会計 -
下水道事業会計 -

宗像市 下水道事業会計 -
渡船事業特別会計 -
漁業集落排水処理施設事業特別会計 -

太宰府市 水道事業会計 -
下水道事業会計 -

古賀市 水道事業会計 -
公共下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -

福津市 公共下水道事業特別会計 -
うきは市 下水道事業特別会計 -

農業集落排水事業特別会計 -
浄化槽整備事業特別会計 -
簡易水道事業特別会計 -

宮若市 水道事業会計 -
簡易水道事業特別会計 -
公共下水道事業特別会計 -

嘉麻市 水道事業会計 -
朝倉市 水道事業会計 -

工業用水道事業会計 -
簡易水道特別会計 -
下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -
個別排水事業特別会計 -
工業用地造成事業特別会計 -

みやま市 水道事業会計 -
公共下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別委会計 -
生活排水処理事業特別会計 -

糸島市 水道事業会計 -
下水道事業会計 -
渡船事業特別会計 -

那珂川町 下水道事業会計 -
宇美町 宇美町上水道事業会計 -

宇美町流域関連公共下水道事業特別会計 -
篠栗町 水道事業会計 -

流域関連公共下水道事業会計 -
志免町 水道事業会計 -

流域関連公共下水道事業会計 -
須恵町 水道事業 -

公共下水道事業 -
農業集落排水事業 -

新宮町 水道事業会計 -
簡易水道事業特別会計 -
渡船事業特別会計 -
公共下水道事特別会計 -
相島漁業集落環境整備事業特別会計 -

久山町 水道事業会計 -
下水道事業特別会計 -



地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率(％)

平成26年度決算に基づく県内公営企業会計別資金不足比率

粕屋町 水道事業 -
流域関連公共下水道事業 -

芦屋町 下水道事業会計 -
病院事業会計 -
モーターボート競走事業会計 -
国民宿舎特別会計 -

水巻町 公共下水道事業特別会計 -
岡垣町 水道事業会計 -

下水道事業会計 -
遠賀町 公共下水道事業特別会計 -

農業集落排水事業特別会計 -
小竹町 小竹町立病院事業特別会計 12.7

小竹町水道事業特別会計 -
小竹町農業集落排水事業特別会計 -
小竹町公共下水道事業特別会計 -

鞍手町 鞍手町水道事業会計 -
鞍手町流域関連公共下水道事業特別会計 -

桂川町 水道事業会計 -
筑前町 水道事業会計 -

工業用地造成事業特別会計 -
公共下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -

東峰村 簡易水道事業 -
大刀洗町 下水道事業特別会計 -
大木町 大木町水道事業会計 -
広川町 水道事業会計 -

下水道事業特別会計 -
香春町 水道事業会計 -

工業用水道事業会計 -
生活排水処理事業特別会計 -

添田町 水道事業会計 -
糸田町 上水道事業特別会計 -

町立緑ヶ丘病院事業特別会計 -
川崎町 水道事業会計 -
大任町 水道事業会計 -
赤村 簡易水道特別会計 -
福智町 水道事業会計 -
苅田町 水道事業会計 -

下水道事業会計 -
苅田臨空産業団地開発事業特別会計 -

みやこ町 水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -
公共下水道事業特別会計 -

吉富町 水道事業会計 -
公共下水道事業特別会計 -

上毛町 農業集落排水事業特別会計 -
簡易水道事業特別会計 -

築上町 水道事業会計 -



地方公共団体の名称 特別会計の名称 資金不足比率(％)

平成26年度決算に基づく県内公営企業会計別資金不足比率

簡易水道事業特別会計 -
特定環境保全公共下水道事業特別会計 -
農業集落排水事業特別会計 -
公共下水道事業特別会計 -

公立八女総合病院企業団 公立八女総合病院企業団病院事業及び介護老人保健施設事業会計 -
山神水道企業団 山神水道企業団水道用水供給事業会計 -

福岡県南広域水道企業団 用水供給事業会計 -
福岡地区水道企業団 水道用水供給事業 -
宗像地区事務組合 宗像地区事務組合水道事業会計 -

宗像地区事務組合大島簡易水道事業特別会計 -
宗像地区事務組合本木簡易水道事業特別会計 -

三井水道企業団 水道事業会計 -
春日那珂川水道企業団 水道事業会計 -
田川地区水道企業団 田川地区水道企業団水道用水供給事業会計 -
京築地区水道企業団 京築地区水道企業団水道用水供給事業会計 -

（参考：政令市）
北九州市 上水道事業会計 -

工業用水道事業会計 -
交通事業会計 -
病院事業会計 -
下水道事業会計 -
食肉センター特別会計 -
卸売市場特別会計 -
渡船特別会計 -
廃棄物発電特別会計 -
漁業集落排水特別会計 -
港湾整備特別会計 -
産業用地整備特別会計 -
空港関連用地整備特別会計 -
学術研究都市土地区画整理事業特別会計 -
市民太陽光発電所特別会計 -

福岡市 下水道事業会計 -
水道事業会計 -
工業用水道事業会計 -
高速鉄道事業会計 -
集落排水事業特別会計 -
中央卸売市場特別会計 -
港湾整備事業特別会計 -
市営渡船事業特別会計 -

備考

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金の不足額がなく、資金不足比率が生じていない場合は、「－」

と記載している。




